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東京第一検察審査会 

平成２７年（申立）第７号審査事件 

 

上申書(２) 

                                

平成２７年（２０１５年）８月１４日 

東京第一検察審査会御中 

申立人ら代理人 弁護士 河合 弘之 

                  同   弁護士 保田 行雄 

                  同   弁護士 海渡 雄一 

上申の趣旨 

 

申立人らは貴検察審査会の第五検察審査会に係属し，去る７月１７日に強制起訴

を求める議決がなされた東京電力株式会社（以下「東京電力」という）元取締役らに対

する業務上過失致死傷事件について，すでに提出している上申書等を，本件におけ

る疎明資料として提出します。東京電力元取締役らに対する業務上過失致死傷事件

は，福島原発事故という本件と同一の事件に関する，相互に密接に関連した被疑者

に関する申立ですので，貴検察審査会における審査のご参考までに提出いたします。 

また，同様に上記事件の議決の要旨，起訴議決に関する新聞社説を提出いたしま

す。 

これらの上申書と証拠を検討し，東京電力役員ら３名だけでなく，東京電力の津

波対策責任者２名と経産省原子力安全・保安院（以下「保安院」という）の津波対策審

査担当と責任者合計３名を起訴し，８名を被告人とする裁判を行い，福島原発事故
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の真相を明らかにし，その刑事責任を厳しく追及することを求めます。 

 

上申の理由 

目次 

１ 東京電力役員らの刑事責任を問うべき根拠事実 ........................................... 2 

２ 第二次告訴事件の検審での解明が待たれる保安院と東京電力の歪んだ「共犯」

関係 ....................................................................................................................... 5 

（１）スマトラ津波直後の保安院の意気込み ...................................................... 5 

（２）保安院への抵抗の拠点 土木学会 ............................................................. 5 

（３）耐震バックチェックにおいて推本の見解を取り込む方針が決定されていた

 .............................................................................................................................. 6 

（４）貞観の津波をめぐる保安院内の暗闘１ ...................................................... 7 

（５）貞観の津波をめぐる東京電力の保安院に対する説明と保安院内の暗闘２ 9 

（６）東京電力による保安院の籠絡完成を証明する森山メール ....................... 11 

（７）越後屋は悪代官に最後の秘密は言わなかった ......................................... 12 

３ 結論 .............................................................................................................. 13 

 

１ 東京電力役員らの刑事責任を問うべき根拠事実 

平成７年（１９９７年）には福島沖の津波地震の想定が政府から指示されていまし

た。７つの省庁がまとめた津波想定方法「太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査」

では，日本海溝の津波地震が予測されていました。 

このことは，平成２６年（２０１４年）９月に添田孝史氏（岩波新書『原発と大津波 

警告を葬った人々』の著者）の情報公開によって明らかになりました。平成１２年（２

０００年）電事連報告では福島第一は日本一津波に脆弱であることが示されていまし

た。電事連の「津波に関するプラント概略影響評価」は国会事故調参考資料編に掲

載されています。全国の原発の中で，想定値の１．２倍で影響があるとされている
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のは福島第一と島根１，２号の二原発だけでした。平成１４年（２００２年）には，

東京電力は福島第一原発に１０ｍを超える津波が襲う危険性があることを政府の地

震調査研究推進本部によって指摘されました。平成１６年（２００４年）末にはスマ

トラ島沖地震による大津波でインド南部のカルパカムにある原発が大津波に襲われ

ました。平成１８年（２００６年）９月１３日に，保安院の青山伸，佐藤均，阿部清

治の３人の審議官らが出席して開かれた安全情報検討会（保安院と電事連とＪＮＥＳの

間で開かれていた秘密会）では，津波問題の緊急度及び重要度について「我が国の全プ

ラントで対策状況を確認する。必要ならば対策を立てるように指示する。そうでな

いと「不作為」を問われる可能性がある。」と報告されていました（甲１６ 傍線は代

理人，以下同じ）。しかし，対策はとられず，東京電力など電事連の圧力に保安院が屈

している状態でした。 

平成１９年（２００７年）には中越沖地震に見舞われた柏崎原発では想定を大幅に

上回る地震動により，３０００カ所の故障が生じました。想定を超える地震・津波

にも備えなければならないことを教訓にすべきでした。しかし，東京電力は，想定

を超えても，大事にならなかったと慢心していました。 

東京電力は，平成１４年（２００２年）の地震調査研究推進本部の長期評価に対応

し，明治三陸地震が福島沖で発生した場合，１３．７ｍ～１５．７ｍの津波が襲う

というシミュレーション結果を得ました。この結果は，土木調査グループから，平

成２０年（２００８年）６月，武藤副社長（当時）らに報告され，副社長は非常用海

水ポンプが設置されている４ｍ盤（Ｏ.Ｐ.＋４メートルの地盤）への津波の遡上高を低

減する方法，沖合防波堤設置のための許認可など，機器の対策の検討を指示しまし

た。しかし，翌７月には，武藤副社長は土木調査グループに対し，耐震バックチェ

ックには推本の見解を取り入れず，従来の土木学会の津波評価技術に基づいて実施

することとしました。東京電力の役員はこのシミュレーション結果を政府に提出せ

ず隠し，平成２３年（２０１１年）３月７日に至ってはじめて東京電力は，１５．７

メートルシミュレーション結果を国に報告しました。 

保安院の安全審査課耐震安全審査室で平成２１年(２００９年)６月３０日以降，室
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長を務めていた小林勝氏は，平成２３年（２０１１年）３月７日に，このシミュレー

ションの報告が東京電力から保安院に対してなされた際に，土木学会の津波評価技

術の改訂に合わせるという東京電力の方針に対して「それでは遅いのではないか。

土木学会による津波評価技術の改訂に合わせるのではなく，もっと早く対策工事を

やらないとだめだ」「このままだと，推進本部が地震長期評価を改訂した際に，対外

的に説明を求められる状況になってしまう。」とコメントしたといいます（甲２３の

２の１２頁）。しかし，遅すぎた警告でした。東京電力は３月１３日の清水社長会見

以来事故は「想定外の津波」を原因とするものであり，東京電力には法的責任がな

いとの主張を繰り返してきました。 

東電株主代表訴訟で，平成２７年（２０１５年）５月に，平成２０年（２００８年）

９月１０日付の「耐震バックチェック説明会（福島第一）議事メモ」が提出されま

した。この議事概要の中には，「津波に対する検討状況（機微情報のため資料は回収，

議事メモには記載しない）」とありました。ここで回収された資料が「福島第一原子

力発電所津波評価の概要（地震調査研究推進本部の知見の取扱）」というＡ３二枚の

資料です。その２枚目の下段右側に，「今後の予定」として，以下の記載があります。 

○ 推本がどこでもおきるとした領域に設定する波源モデルについて，今後２～

３年間かけて電共研で検討することとし，「原子力発電所の津波評価技術」の

改訂予定。 

○ 電共研の実施について各社了解後，速やかに学識経験者への推本の知見の取

扱について説明・折衝を行う。 

○ 改訂された「原子力発電所の津波評価技術」によりバックチェック を実施。

ただし，地震及び津波に関する学識経験者のこれまでの見解及び推本の知見

を完全に否定することが難しいことを考慮すると，現状より大きな津波高を

評価せざるを得ないと想定され，津波対策は不可避。 

土木学会への検討依頼は不可避の対策を先送りするものでしかないことをこの

文書は自白しているといえます。東京地検は平成２７年（２０１５年）１月に再度不

起訴としましたが，去る７月１７日には第五検察審査会による強制起訴を求める議
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決がなされ，同３１日に公表されました。 

 

２ 第二次告訴事件の検審での解明が待たれる保安院と東京電力の歪んだ「共犯」

関係 

（１）スマトラ津波直後の保安院の意気込み 

東京電力役員らの強制起訴が決まった後に，福島原発事故に関連して，次に解明

しなければならないのは保安院と東京電力との歪んだ「共犯」関係の実態です。平

成１８年（２００６）年９月１３日に，保安院の青山伸，佐藤均，阿部清治の３人の

審議官らが出席して開かれた安全情報検討会では，津波問題の緊急度及び重要度に

ついて「我が国の全プラントで対策状況を確認する。必要ならば対策を立てるよう

に指示する。そうでないと「不作為」を問われる可能性がある。」と報告されていた

ことは，前に述べたとおりです（甲１６）。このような意気込みは一体どのようにし

て雲散霧消してしまったのでしょうか。 

平成１８年（２００６年）１月の勉強会立ち上げ時点の資料では，保安院は平成１

８年度に想定外津波による全プラントの影響調査結果をまとめ，それに対するＡＭ

対策（過酷事故対策）を平成２１年度から平成２２年度に実施する予定としていまし

た（甲１３の１３２頁）。このような決意は，スマトラ島沖の地震による津波のすさま

じい被害を目の当たりにした反省から発せられたものだと考えられます。これらの

資料によれば，福島第一を含む全原発についてきちんとした津波対策をとる方針で

あったことがわかります。 

 

（２）保安院への抵抗の拠点 土木学会 

それに対して，東京電力を含む電事連は強く抵抗し，自らの配下にあるといえる

土木学会を動員して，このような保安院の方針を骨抜きにしました。災害を忘れる

ことから，次の災害が生み出されることがわかります。福島を忘れ，再稼働に突き

進めば，次の原発事故を引き起こすことは必至です。 

土木学会「津波評価部会」の実態はその組織構成からも，電力事業者の統制下に
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あったことが明確となっています（甲１５）。告訴団の第二次告訴の被告訴人である

東京電力の津波対策の責任者である酒井は土木学会の津波評価部会の委員であり，

同じく東京電力の津波対策のサブ責任者である被告訴人である高尾は同部会の幹事

でした。この両名は，東電の津波対策の根幹部分を担いながら，土木学会での役職

を通じて，東電の対策先送り方針を追認させようとしていた，重要被疑者です。両

名については，確実に政府事故調の調書が作成されているはずであり，検察審査会

においても，その内容をつぶさに検討されるよう求めます。 

 

（３）耐震バックチェックにおいて推本の見解を取り込む方針が決定されていた 

 さる７月１７日の第五検察審査会の強制起訴を求める議決には次のように記載さ

れています。 

東京電力では，２００９年６月には耐震バックチェックの最終報告を行い，それ

を終了させる予定であったところ，２００７年１１月ころ，土木調査グループにお

いて，耐震バックチェックの最終報告における津波評価につき，推本の長期評価の

取扱いに関する検討を開始し，関係者の間では，少なくとも２００７年１２月には，

耐震バックチェックにおいて，長期評価を取り込む方針が決定されていた。 

この点は，これまでの政府事故調の報告では，曖昧にされていた部分です。政府

事故調中間報告では，この部分は次のように判断されていました。 

武藤副本部長及び吉田部長は，三陸沖の波源モデルを福島第一原発に最も厳しく

なる場所に仮に置いて試算した結果にすぎないものであり，ここで示されるような

津波は実際には来ないと考えていた。東京電力が２００７年７月の新潟県中越沖地

震に見舞われた柏崎刈羽原発の運転再開に向けた対応に追われており，地震動対策

への意識は高かったが，津波を始めとする地震随伴事象に対する意識は低かったと

判断していた。そして，武藤副本部長と吉田部長は，念のために，推本の長期評価

が，津波評価技術に基づく福島第一原発及び福島第二原発の安全性評価を覆すもの

かどうかを判断するため，電力共通研究として土木学会に検討を依頼しようと考え
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た。しかし，あくまで「念のため」の依頼であって，その検討の結果がかかる安全

性評価を覆すものであるとされない限りは考慮に値しないものと考えていた。 

しかし，前記の議決は，このような報告書の内容とは全く異なるといえます。政

府事故調は，重大な証拠を隠し，真実の隠蔽に手を貸してきたと言わざるを得ませ

ん。 

被疑者武藤と武黒は長期評価に基づくシミュレーションとこれに基づく対策を先

送りしたこと自体は認めていましたが，このことを知らなかったとして容疑の前提

を否認していた勝俣氏についての判断も注目されていました。議決は，地震対応打

合せは，被疑者勝俣への説明を行う「御前会議」とも言われていたこと，津波対策

は数百億円以上の規模の費用がかかる可能性があり，最高責任者である被疑者勝俣

に説明しないことは考えられないこと，平成２１年（２００９年）６月開催の株主総

会の資料には，「巨大津波に関する新知見」が記載されていたこと等を根拠に強制起

訴の結論を導いたのです。 

 

（４）貞観の津波をめぐる保安院内の暗闘１ 

小林勝耐震安全審査室長は，津波対策について極めて重要な証言を行っています。

平成２０－２１年（２００８－２００９年）には，貞観津波規模の地震想定によって，

被告訴人らは福島第一原発に９ｍ程度（土木学会手法 1によれば，この高さは３割程度高

くなるとされており，約１２ｍ程度となる）の津波が襲う危険を予見することが可能でし

た。平成２０年（２００８年）１０月頃に東京電力は，佐竹健治氏らによる貞観津波

の波源モデルに関する論文案（佐竹健二・行谷佑一・山木滋「石巻・仙台平野における８

６９年貞観津波の数値シミュレーション」 以下「佐竹論文」という。）を公表前に入手しま

した。 

平成２０年（２００８年）１２月には，東京電力は，宮城・福島県沖で貞観地震規

模のマグニチュード８．４の地震が発生したことを想定した津波高さの試算を行っ

                         
1
 土木学会の原子力土木委員会津波評価部会が 2002 年に策定した「原子力発電所の津波評価技

術」のこと 
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ています。その結果，福島第一原発の取水口付近Ｏ.Ｐ.＋８．７ｍから９．２ｍの

津波（土木学会手法によれば，約１２ｍ程度）が襲来するとの試算を得ています。これ

はこれまで論じてきた同年５月の１５．７メートルの試算とは別のものです。この

情報は，平成２０年（２００８年）の時点で役員であった被告訴人勝俣恒久，皷紀男，

武黒一郎らに周知されました。 

総合資源エネルギー調査会の原子力安全・保安部会，耐震・構造設計小委員会・

地震・津波，地質・地盤合同ワーキンググループの平成２１年（２００９年）６月２

４日開催された会議において，委員である岡村行信センター長は，貞観地震による

津波の規模が極めて大きかったことや，貞観地震による津波について，産業技術総

合研究所や東北大学の調査報告が出ていたにもかかわらず，福島第一原発の新耐震

指針のバックチェックの中間報告で，東京電力がこの津波の原因となった貞観地震

について全く触れていないのは問題であると指摘しました。 

そして岡村行信委員が，産総研などの津波堆積物の調査結果を踏まえて，津波審

査のやり直しを強く主張していました。この場で東京電力の立場を説明していたの

は，第二次告訴の対象にした東京電力土木グループの被疑者高尾です。 

しかし，保安院の被疑者名倉審査官は異常なほど冷淡に議論を切り捨てて問題を

先送りしようとしていました。この部分を平成２１年（２００９年）７月１３日の議

事録から引用してみることにします。 

岡村 実際問題として，この貞観の時期の地震動を幾ら研究したって，私は，こ

れ以上精度よく推定する方法はほとんどないと思うんですね。残っているのは津波

堆積物ですから，津波の波源域をある程度拘束する情報はもう少し精度が上がるか

もしれないですが，どのぐらいの地震動だったかというのは，古文書か何かが出て

こないと推定しようがないとは思うんですね。そういう意味では，先延ばしにして

も余り進歩はないのかとは思うんですが。 

○名倉安全審査官 今回，先ほど東京電力から紹介した資料にもありましたけれど

も，佐竹ほか（２００８）の中で，当然，今後の津波堆積物の評価，それは三陸の

方もありましたが，それから，多分，南の方（代理人注：福島のこと）も今後やられる
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必要があると思いますが，そういったものによって，位置的なものにつきましては

大分動く可能性があるということもありますので，そこら辺の関係を議論するため

のデータとして，今後得られる部分がいろいろありますので，そういった意味では，

今，知見として調査している部分も含めた形でやられた方が信頼性としては上がる

と私は思っていますので，そういう意味では，その時々に応じた知見ということで，

今後，適切な対応がなされることが必要だと思います。その旨，評価書の方に記載

させていただきたいと思います。（甲２０の１３頁） 

ここで，名倉安全審査官はこの問題は中間報告では取り扱わず，最終報告に記載

しますといって，話をうやむやにしています。最終報告は，委員には半年，１年内

に出すと行っておきながら，東京電力の土木学会への検討依頼方針を受け入れたた

め，最終報告の時期は土木学会の検討後に引き延ばされたのです。この点は，明ら

かに東京電力と保安院との共謀関係を示す事実です。 

 

（５）貞観の津波をめぐる東京電力の保安院に対する説明と保安院内の暗闘２ 

平成２１年（２００９年）８月上旬には，保安院は東京電力に対し，貞観津波等を

踏まえた福島第一原発及び福島第二原発における津波評価，対策の現況について説

明を要請しました（政府事故調中間報告書 ４１３頁）。 

これに対して，８月２８日ごろ，東京電力は，１５．７メートルの試算の存在は

明らかにしないで，平成１４年（２００２年）の土木学会の津波評価技術に基づいて

算出したＯ.Ｐ.＋５ｍから６ｍまでという波高だけを説明しました。あえて，社内

の重要な試算結果を規制当局に隠したのです。 

後に述べる保安院の被疑者森山善範審議官のメールは，このやりとりの８ヶ月後

のものですが，森山メールによると，福島第一原発のバックチェックが容易に進ま

なかったのは，津波対策による追加工事が必要になることがほぼ確実に予測され，

そのことを東京電力がいやがったためであることがわかって，このやりとりの意味

も明確になりました。保安院は東京電力の虜となり，まさに「共犯」とも言うべき

状況で，プルサーマルを進め，津波対策工事による出費で東京電力の赤字が膨らむ
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のを防ぐために，バックチェックの先延ばし方針をなすすべもなく認めてしまって

いたのです。 

だからこそ，保安院は事故直後に１５．７メートルのシミュレーションの存在を

公表することもできず，東京電力の想定外という言い訳を，見過ごすこととなった

のです。 

保安院は，貞観津波に関する佐竹論文に基づく波高の試算結果の説明を求めまし

た。これに対して，平成２１年（２００９年）９月７日ごろ東京電力は，貞観津波に

関する佐竹論文に基づいて試算した波高の数値が，福島第一原発でＯ.Ｐ.＋約８．

６ｍ～約８．９ｍであることを説明するに至りました。 

東京電力が保安院に提出する報告等は，その内容について取締役らが認識を共有

していたことは，森山メールによって裏付けられています。 

最も重要な会議であるこの日の会議に，電力会社に対して厳しい要請をしていた

小林勝耐震審査室長は欠席しています。しかし，その理由については政府事故調の

公開情報の該当部分が墨塗りされていて分かりません。検察審査会の委員の皆さん

の手元には墨塗りのない調書があるはずです。ぜひ，確認して下さい。 

小林氏は当時のことについて 

野口（哲男）課長から「保安院と原子力安全委員会の上層部が手を握っているの

だから，余計なことはするな。」という趣旨のことを言われたのを覚えている。」（甲

２３の２の４頁）「私としては，１Ｆ３号機の耐震バックチェックの中間報告について

評価作業をするのであれば，貞観地震についても議論しなければならないと考えて

いた」（同６頁）「実質的に人事を担当する（３字削除，代理人注：原昭吾，つまり原広報

課長のこと）課長（当時）から「余計なことをするとクビになるよ」という趣旨のこ

とを言われた。（同７頁） 

と述べており，厳しいことを発言するとクビになることを恐れたため自分から欠

席したか，上司から余計なことを言わないように出席を止められた可能性が高いと

思います。 

いずれにしても，この会合に小林室長が出席して，貞観津波への対応を強く求め
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ていれば，東京電力は１５．７メートルの津波についても，説明せざるを得なくな

っていた可能性がありますし，津波対策が大きく進んだ可能性があるのです。 

小林室長を出席させなかった野口課長にも重大な責任があります。この時期にプ

ルサーマルの推進を強く進めていた野口氏を安全審査課長に据えた人事そのものが，

極めて異例のものです。福島第一原発３号機のプルサーマルの推進のために耐震バ

ックチェックの進行を遅らせ，津波対策を採らせなくするように，組織的圧力が加

えられていました。その背景には，経済産業省や原子力安全委員会からの圧力もあ

ったと伝えられますが，その全体像は解明されていません。 

 これらの真相を明らかにするためにも，保安院の森山，野口，名倉の３名には被

告人として，小林氏には証人として法廷に立っていただく必要があります。 

 

（６）東京電力による保安院の籠絡完成を証明する森山メール 

保安院の森山善範審議官が，部下に貞観の津波こそが福島第一原発３号機の耐震

バックチェックの最大の不確定要素であり，バックチェックを完了するには，津波

対策工事が必要であることは東京電力の役員も認識しているという内容の驚くべき

メールを送っていたことが添田氏の著書，そして小林調書により判明しました。 

このメールは，平成２２年（２０１０年）３月２４日午後８時６分に森山審議官が，

原子力発電安全審査課長らに送ったものです。 

「１Ｆ３（代理人注：福島第一原発３号機のこと）の耐震バックチェックでは，貞観

の地震による津波評価が最大の不確定要素である」こと，貞観の地震については，

福島に対する影響は大きいと思われる。」こと，「福島は，敷地があまり高くなく，

もともと津波に対して注意が必要な地点だが，貞観の地震は敷地高を大きく超える

おそれがある。」「津波の問題に議論が発展すると，厳しい結果が予想されるので評

価にかなりの時間を要する可能性は高く，また，結果的に対策が必要になる可能性

も十二分にある。」「東電は，役員クラスも貞観の地震による津波は認識している。」

「というわけで，バックチェックの評価をやれと言われても，何が起こるかわかり

ませんよ，という趣旨のことを伝えておきました」とされています（甲１０）。 
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このメールは政府事故調の小林調書に添付されていたものですが，森山審議官自

身は自らの公開された調書では虚偽を述べています。 

「貞観津波の問題を新知見検討会での議論に付そうとしなかったのは，あなたが

当時，貞観津波の問題を重要な問題と認識していなかったからではないか。」という

問いに対して「なぜだか，自分でもよく分かりません。」というとぼけた答えをして

いるのです（甲２５の２頁）。この点が１Ｆ３（福島第一原発３号機）の耐震バックチェ

ックの最重点課題であったとメールの中で述べているのですから，この調書は明ら

かに偽りを述べていることとなります。法廷で釈明を求める必要があります。 

森山審議官は調書で，「私は平成２１年８月２８日頃，及び９月７日頃に，小林勝

耐震安全審査室長や名倉審査官が東電から福島地点における津波に関する説明を受

けたことに関する報告を受けた記憶はない。」「もし，私が名倉審査官と同じ安全審

査官という立場であり，東電から福島地点における津波の想定波高がＯ.Ｐ.＋８ｍ

を超えるということを聞いたならば，上司に報告してどう対応すべきか相談してい

たと思う。」等と述べています（甲２５の３頁）。しかし，小林氏の前記調書に拠れば，

この点は小林氏から森山氏宛てに，しっかり報告されているので，真っ赤なウソと

いうこととなります。 

 

（７）越後屋は悪代官に最後の秘密は言わなかった 

森山審議官が平成２１年（２００９年）８，９月の東京電力と保安院の津波をめぐ

るやり取りについて述べていることは，平成２２年（２０１０年）３月のメール内容

と全く符合しません。森山氏には事故の予見可能性もあったし，回避のための措置

を東京電力に命ずる権限もありました。しかし，責任を否定して虚偽を述べている

のです。その刑事責任は重大であり，福島原発告訴団では第二次告訴の一つの柱と

して森山氏の責任追及を据えています。野口，名倉の両名も確実に事故調の調書を

取られているはずであるのに，その公表を拒み，自らの責任を隠蔽しようとしてい

ます。 

そして，この１５．７メートルの試算結果は平成２３年（２０１１年）３月７日ま
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で保安院には提出されませんでした。提出されたのは事故の４日前のことです。こ

のことは，当時の東京電力と保安院との津波審査全体をバックチェックの中で表に

出さず，隠蔽していく「共犯」関係を前提とすると，異常さが際立つ対応だといえ

ます。 

つまり，東京電力・電事連はとことんまで保安院を籠絡しながら，保安院を最後

のところで信用せず，最も重要なデータは見せないという対応をとっていたことに

なるからです。つまり，越後屋（東京電力）が悪代官（保安院）をとことん骨抜きに

しながら，越後屋は悪代官がいつ裏切るかわからないと考え，最後の重要情報は渡

していなかったと言うこととなるのです。 

保安院の３名は明らかに「共犯者」です。しかしどちらが悪質かと問われれば間

違いなく東京電力の方であるといえます。そして程度の差はあれ，保安院の３名も

明らかに起訴相当です。 

 

３ 結論 

福島原発事故について東京電力元取締役らの刑事責任の有無は公開の法廷で明ら

かにされることとなりました。しかし，元取締役勝俣，武藤，武黒の３名を被告人

とするだけでは，深い真相は明らかにできません。東京電力の津波対策を立て，こ

れを見送った張本人であり，土木学会の原子力土木学委員会 津波評価部会に属して

いた酒井と高尾，保安院の津波対策の担当と責任者である森山，野口，名倉の５名

を加えて，８人を被告人とすることで，事故の真相と責任は明らかにできると信じ

ます。刑事訴訟の目的の一つである，福島原発事故の真相を明らかにするため，本

件被疑者ら５名の起訴は絶対に必要であると考えます。 

記 

１ 平成２７年（２０１５年）４月６日  意見書 添田孝史 

２ 平成２７年（２０１５年）６月２６日 上申書（６）IAEAレポート 

３ 平成２６年（２０１５年）７月３０日 議決の要旨（起訴相当議決） 

４ 平成２７年（２０１５年）７月３０日 議決の要旨（起訴議決） 
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５ 平成２７年（２０１５年）８月１日付け新聞社説 

 （１）朝日新聞 

（２）毎日新聞 

（３）東京新聞 

（４）福島民友 

（５）河北新報 

（６）北海道新聞 

以上 

 


	１　東京電力役員らの刑事責任を問うべき根拠事実
	２　第二次告訴事件の検審での解明が待たれる保安院と東京電力の歪んだ「共犯」関係
	（１）スマトラ津波直後の保安院の意気込み
	（２）保安院への抵抗の拠点　土木学会
	（３）耐震バックチェックにおいて推本の見解を取り込む方針が決定されていた
	（４）貞観の津波をめぐる保安院内の暗闘１
	（５）貞観の津波をめぐる東京電力の保安院に対する説明と保安院内の暗闘２
	（６）東京電力による保安院の籠絡完成を証明する森山メール
	（７）越後屋は悪代官に最後の秘密は言わなかった
	３　結論

